
1.15 ～ (5)

1.05 ～ 1.15 (11)

0.95 ～ 1.05 (15)

～ 0.95 (16)

１人当たり医療費の地域差 （年齢補正後）

○ 地域差指数（市町村国保＋後期高齢者医療）

○ 診療種別寄与度
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病院の平均在院日数（ 介護療養病床を除く）
（日）

平均在院日数と都道府県別入院医療費の相関

(千円） 相関係数：0.768

平成24年度の平均在院日数（介護療養病床を除く）と都道府県別一人当たり入院医療費の相関係数
は、0.768であり、高い相関がみられる。

（出所） 厚生労働省「平成24年病院報告」「平成24年度医療費の地域差分析」
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人口１０万対病院病床数（総数）

人口１０万対病院病床数と都道府県別入院医療費相関

(千円）

平成24年度の人口１０万対病院病床数（総数）と都道府県別一人当たり入院医療費の相関係数は、
0.919であり、高い相関がみられる。

（床）

（出所） 厚生労働省「平成24年医療施設調査」「平成24年度医療費の地域差分析」
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将来人口動向：「３つの減少段階」

我が国の人口動向は、大きく「３つの減少段階」を経て、人口減少に至る。

（備考）
１．国立社会保障･人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」より作成。
２．2010年の人口を100とし、各年の人口を指数化した。
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0～14歳 15～64歳

65歳以上 総数

【第1段階】
老年人口増加、
生産・年少人口減少

【第2段階】
老年人口維持・微減、生
産・年少人口減少

【第3段階】
老年人口減少、
生産・年少人口減少（大都市部） （地方の中核市等） （他の地域）
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地域によって異なる将来人口動向

○ 地域によって将来人口動向の『減少段階』は大きく異なっている。

○ 東京都区部や中核市などの都市部は『第１段階』にあるのに対し、人口５万人以下の地方都
市は『第２段階』、うち過疎地域は『第３段階』に突入している。

（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」より作成。
２．カテゴリーごとに総計を求め、2010年の人口を100とし、2040年の人口を指数化した。 14
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東京都、神奈川県、大阪府、埼玉県、愛知県、
千葉県、北海道、兵庫県 、福岡県で、

全体の増加数の約６０％

出典：国勢調査（平成17年）
国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成19年5月推計）」

（平成19年5月推計）
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後期高齢者医療制度

約１4兆円

【医療保険制度の体系】

65歳

75歳

・75歳以上
・約1,600万人
・保険者数：47（広域連合）

健康保険組合協会けんぽ（旧政管健保）国民健康保険
（市町村国保＋国保組合）

共済組合

※１ 加入者数・保険者数、金額は、平成26年度予算ベースの数値。
※２ 上記のほか、経過措置として退職者医療（対象者約200万人）がある。
※３ 前期高齢者数（約1600万人）の内訳は、国保約1290万人、協会けんぽ約190万人、健保組合約90万人、共済組合約10万人。

約１０兆円 約５兆円 健保組合・共済等 約５兆円

・大企業のサラリーマン
・約3,000万人
・保険者数：約1,400

・中小企業のサラリーマン
・約3,500万人
・保険者数：１

・公務員
・約900万人
・保険者数：85

・自営業者、年金生活者、
非正規雇用者等

・約3,800万人
・保険者数：約1,900

前期高齢者財政調整制度（約1600万人）約６兆円（再掲）※３
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（※１） 組合健保の加入者一人当たり平均保険料及び保険料負担率については速報値である。
（※２） 一定の障害の状態にある旨の広域連合の認定を受けた者の割合である。
（※３） 市町村国保及び後期高齢者医療制度については、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」を加えたものを年度平均加入者数で

除したもの。（市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後期高齢者医療制度は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」のそれぞれの前年所得を使用している。）
協会けんぽ、組合健保、共済組合については、「標準報酬総額」から「給与所得控除に相当する額」を除いたものを、年度平均加入者数で除した参考値である。

（※４） 被保険者一人当たりの金額を表す。
（※５） 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。
（※６） 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。
（※７） 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。
（※８） 共済組合も補助対象となるが、平成23年度以降実績なし。

市町村国保 協会けんぽ 組合健保 共済組合 後期高齢者医療制度

保険者数
（平成25年3月末）

１，７１７ １ １，４３１ ８５ ４７

加入者数
（平成25年3月末）

３,４６６万人
（2,025万世帯）

３,５１０万人
被保険者1,987万人
被扶養者1,523万人

２,９３５万人
被保険者1,554万人
被扶養者1,382万人

９００万人
被保険者450万人
被扶養者450万人

１,５１７万人

加入者平均年齢
（平成24年度）

５０．４歳 ３６．４歳 ３４．３歳 ３３．３歳 ８２．０歳

65～74歳の割合
（平成24年度）

３２．５％ ５．０％ ２．６％ １．４％ ２．６％（※２）

加入者一人当たり医療費
（平成24年度）

３１．６万円 １６．１万円 １４．４万円 １４．８万円 ９１．９万円

加入者一人当たり
平均所得（※３）

（平成24年度）

８３万円

一世帯当たり
１４２万円

１３７万円

一世帯当たり（※４）
２４２万円

２００万円

一世帯当たり（※４）
３７６万円

２３０万円

一世帯当たり（※４）
４６０万円

８０万円

加入者一人当たり
平均保険料

（平成24年度）（※５）
<事業主負担込> 

８．３万円

一世帯当たり
１４．２万円

１０．５万円 <20.9万円>

被保険者一人当たり
18.4万円 <36.8万円> 

１０.６万円 <23.4万円>

被保険者一人当たり
19.9万円 <43.9万円> 

１２．６万円<25.3万円>

被保険者一人当たり
25.3万円 <50.6万円>

６．７万円

保険料負担率（※６） ９．９％ ７．６％ ５．３％ ５．５％ ８．４％

公費負担 給付費等の５０％ 給付費等の１６．４％
後期高齢者支援金等の
負担が重い保険者等への

補助（※８） なし

給付費等の約５０％

６兆８,２２９億円公費負担額（※７）
（平成26年度予算ﾍﾞｰｽ）

３兆５，００６億円 １兆２，４０５億円 ２７４億円

各保険者の比較

17


